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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第３四半期連結
累計期間

第77期
第３四半期連結
累計期間

第76期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 9,288,151 7,512,931 18,834,173

経常利益又は経常損失（△）（千円） △423,101 △955,695 883,954

四半期純損失（△）又は当期純利益（千円） △349,267 △627,461 441,753

四半期包括利益又は包括利益（千円） △329,037 △799,371 423,568

純資産額（千円） 13,633,063 13,137,235 14,344,484

総資産額（千円） 19,845,103 18,000,414 21,730,199

１株当たり四半期純損失金額（△）又は当期

純利益金額（円）
△76.76 △139.75 97.17

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 68.70 72.98 66.01

　

回次
第76期

第３四半期連結
会計期間

第77期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△）又は四半

期純利益金額（円）
14.58 △37.81

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２. 売上高には、消費税等は含んでいない。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。

４. 第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

５．第76期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理をしている。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な関

係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間の世界経済は、欧州財政危機が世界に波及し、中国やインドなどの新興国の拡大テンポ

が鈍化するなど、全体では成長のペースが弱まっている。

　国内経済においては、震災の影響で経済活動が厳しい中、復旧・復興により景気が持ち直しつつあるが、過去に例

を見ない円高や世界経済の減速の影響を受け、景気の持ち直しが緩やかになっている。

  風水力機械業界の需要状況については、震災の復旧需要があるが、公共工事の減少や円高の影響もあり、依然とし

て厳しい状況が続いている。

 このような環境下で、当社グループは積極的な営業活動を展開した結果、当第３四半期連結累計期間における受注

総額は133億70百万円（前年同期比122.5％）となった。売上高については、75億12百万円（同80.9％）を計上した。

また損益面については、営業損失９億72百万円（前年同期は３億49百万円の損失）、経常損失９億55百万円（前年

同期は４億23百万円の損失）、四半期純損失６億27百万円（前年同期は３億49百万円の損失）となった。

　なお、当社グループの売上高計上は、公共事業物件の割合が高いため連結会計年度末に集中する季節性を有してい

る。

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して、37億29百万円減少して180億円となっ

た。これは主に、仕掛品が13億45百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が34億14百万円、有価証券が11億25百

万円、現金及び預金が７億37百万円減少したこと等によるものである。

また、負債は前連結会計年度末と比較して、25億22百万円減少して48億63百万円となった。これは主に、前受金が

４億17百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が22億円、未払法人税等が２億45百万円減少したこと等による

ものである。

純資産は、前連結会計年度末と比較して、12億７百万円減少して131億37百万円となった。これは主に、利益剰余金

が８億98百万円減少したこと等によるものである。

この結果、自己資本比率は、73.0％（前連結会計年度末66.0％）となった。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

　

　  なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(以下、基本方針という。)を定め

ており、(ａ)基本方針の内容、(ｂ)基本方針の実現に資する取組みの概要、(ｃ)基本方針に照らして不適切な者に

よって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの概要、(ｄ)上記(ｃ)の取組み

に対する取締役会の判断及びその理由は次のとおりである。　

　(ａ)基本方針の内容

　　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者

による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではない。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるか

どうかは株主の決定に委ねられるべきだと考えている。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない

可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グループの

価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主が最終的な決定をされるために必要な時間や情報が

十分に提供されないものもありえる。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主から負託された者の責務として、株主のために、必要な時間や情

報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉を行う必要があると考えている。
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　(ｂ)基本方針の実現に資する取組みの概要

　　当社は、当社グループの企業価値向上を実現するための直近の中期経営計画を実施し、推進している。

　　また、当該中期経営計画期間及びそれ以降についても引続き時々の経営課題に対処し、コーポレート・ガバナン

スの強化にも取り組み、企業価値の向上に努めていく。　

　(ｃ)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの概要

　　当社は、平成21年５月20日開催の取締役会において、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛

策）」（以下「本プラン」という。）を導入することに関して決議し、本プランについて、平成21年６月26日開催

の第74回定時株主総会において株主の皆様の承認を受けている。

　　本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場

合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があるこ

とを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さ

ない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものである。

　　本プランの概要は以下のとおりである。なお、本プランの全文は、次の当社ウェブサイトに掲載している。

　　　http://www.dmw.co.jp/

①対象となる大規模買付け等

本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取締

役会が承認したものを除く。当該行為を、以下、「大規模買付け等」という。）がなされる場合を適用対象とす

る。大規模買付け等を行い、又は行おうとする者（以下、「買付者等」という。）は、予め本プランに定められる

手続きに従わなければならないものとする。

(ⅰ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け

(ⅱ)当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株

式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

②意向表明書の当社への事前提出

買付者等に対し当該買付者等が大規模買付け等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言

等を記載した書面（以下、「意向表明書」という。）の提出を求める。 

③本必要情報の提供

上記②の意向表明書の提出があった場合には、買付者等に対し、大規模買付け等に対する株主及び投資家の

の判断のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」という。）の提供を求める。

なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付け等の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報の概要

その他の情報のうち株主及び投資家の判断に必要であると認められる情報がある場合には、適切と判断する時

点で開示する。

また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付

者等に通知（以下、「情報提供完了通知」という。）するとともに、速やかにその旨を開示する。

④取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付け等の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)又は

(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のため

の期間（以下、「取締役会評価期間」という。）として設定する。

(ⅰ)対価を現金（円価）のみとする公開買付けによる当社全株式等を対象とした公開買付けの場合には最大

60日間

(ⅱ)その他の大規模買付け等の場合には最大90日間

ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は、取締役会が合理的に必要な事由があると認め

る場合に限り、延長できるものとする。その場合は、延長期間及び当該延長期間が必要とされる具体的理由を買

付者等に通知するとともに株主及び投資家に開示する。また、延長の期間は最大30日間とする。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等

から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等

に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家に開示する。また、必要に応じて、買付者等との間で大規

模買付け等に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を

提示することもある。
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⑤取締役会の決議

当社取締役会は、上記④の検討等の後、以下の手続きに従い、対抗措置の発動の是非について決議を行うもの

とする。　

(ⅰ)買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合

　当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合には、対抗措置の発動の決議

を行うことができるものとする。

　当社取締役会は、対抗措置の発動の決議に先立ち、株主の意思を確認することが適切と判断する場合、下記

⑥に定める手続きを行うものとする。この場合、当社取締役会は、下記⑥に定める株主総会の決定に従って、

当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議

を行うものとする。

(ⅱ)買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合

(ア) 買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる

場合

　当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合であっても、当該大規模買付け等

が専ら買付者等の短期的な利得のみを目的とするものである等、当社の企業価値・株主共同の利益を著し

く損なうものと認められ、対抗措置の発動が相当であると思われる場合には、対抗措置の内容及びその発

動の賛否に関し、株主の意思を確認するために下記⑥に定める手続きを行うものとする。この場合、当社取

締役会は、下記⑥に定める株主総会の決定に従って、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上とい

う観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行うものとする。 

(イ) 買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものではないと認

められる場合

　当社取締役会は、買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうも

のではないと認められる場合には、対抗措置の不発動の決議を行うものとする。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問わ

ず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行う。

⑥株主意思の確認

当社取締役会は、上記⑤(ⅱ)(ア) に該当する場合、及び、上記⑤(ⅰ)に該当しかつ当社取締役会が必要と認

める場合、対抗措置の発動の是非に関し株主の意思を確認するために、株主総会に対抗措置の発動の是非に関

する議案を付議するものとする。

この場合、当社取締役会は、実務上可能な限り速やかに株主総会を開催する。また、対抗措置の発動の是非に

関する株主総会の決議の概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行う。

⑦対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記⑤の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者等が

大規模買付け等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動

が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと

考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置の中止又は発動の停止を行うものとする。

当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、情報開示を行う。

⑧大規模買付け等の開始

買付者等は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動又は不発動

の決議がなされるまでは大規模買付け等を開始することはできないものとする。

⑨対抗措置の具体的内容

当社取締役会が上記⑤に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、原則として、新株予約権（以下、

「本新株予約権」という。）の無償割当てを行うこととする。ただし、会社法その他の法令及び当社の定款上認

められるその他の対抗措置を発動することが相当と判断される場合には当該その他の対抗措置を用いること

もある。

当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上記⑦に記載の通り、対抗措置の中止

又は発動の停止を決定することがある。

⑩本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成21年５月20日の取締役会決議の日から平成24年６月開催予定の定時株主総会終

結の時までとする。

ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなさ

れた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとする。また、当社の株主総会

で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその

時点で廃止されるものとする。　
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　(ｄ)上記(ｃ)の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　　当社取締役会は、本プランの設計に際し、以下の事項を考慮し織り込むことにより、本プランが基本方針に沿うも

のであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えている。

イ．買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

　 　　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月30

日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえている。

ロ．当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　 　　本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際に、当該大規模買付け等に応じるべきか否かを株

主が判断するため、または当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、当社取締役会

が、株主のために買付者等との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、

向上させるという目的をもって導入されるものである。

ハ．株主意思を重視するものであること

　 　　本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付け等を行おうとする場合で

あって、且つ当社取締役会の決議だけで対抗措置の発動を決議する場合を除き、買付者等による大規模買付け

等に対する対抗措置の発動について株主の意思を直接確認するものである。

　また、本プランの有効期間は、平成24年6月開催予定の定時株主総会終結の時までであるが、その有効期間の満

了前であっても、当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、当該決議に従い

変更又は廃止されることになる。従って、本プランの導入及び廃止には、株主の意思が十分反映される仕組みと

なっている。

ニ．合理的な客観的発動要件の設定

　 　　本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保している。

ホ．デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　 　　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができる

ものとされている。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させて

も、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではない。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交代を一度

に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもない。

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億52百万円である。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,107,600

計 19,107,600

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,776,900 4,776,900
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式で、

単元株式数は100株

である。

計 4,776,900 4,776,900 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし 

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成23年10月１日～
平成23年12月31日　

― 4,776 ― 810,000 ― 28,739

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

普通株式    291,600
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式  4,477,500

　
44,775 同上

単元未満株式
普通株式 　 　7,800　　

　
－ －

発行済株式総数 4,776,900 － －

総株主の議決権 － 44,775 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれてい

る。

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれている。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社電業社機械製作所

東京都大田区大森北

１丁目５番１号
291,600 － 291,600 6.10

計 － 291,600 － 291,600 6.10

　

EDINET提出書類

株式会社電業社機械製作所(E01544)

四半期報告書

 8/19



２【役員の状況】

該当事項なし
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,128,747 1,390,895

受取手形及び売掛金 9,571,525 ※
 6,157,040

有価証券 1,668,169 542,760

仕掛品 1,224,523 2,569,844

原材料及び貯蔵品 126,829 132,834

その他 555,564 1,227,978

流動資産合計 15,275,359 12,021,352

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,967,107 1,875,068

その他（純額） 1,187,253 1,088,891

有形固定資産合計 3,154,361 2,963,959

無形固定資産 190,294 279,867

投資その他の資産

投資有価証券 1,881,360 1,519,937

その他（純額） 1,280,673 1,267,342

貸倒引当金 △51,849 △52,044

投資その他の資産合計 3,110,183 2,735,234

固定資産合計 6,454,839 5,979,061

資産合計 21,730,199 18,000,414

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,263,248 ※
 2,062,311

未払法人税等 250,292 4,320

前受金 431,196 848,779

受注損失引当金 154,207 271,076

製品保証引当金 108,939 75,830

役員賞与引当金 48,263 26,481

その他 1,077,301 683,145

流動負債合計 6,333,448 3,971,943

固定負債

退職給付引当金 882,398 731,063

役員退職慰労引当金 11,810 13,637

その他 158,057 146,533

固定負債合計 1,052,266 891,234

負債合計 7,385,714 4,863,178
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 810,000 810,000

資本剰余金 111,319 111,319

利益剰余金 13,621,079 12,722,903

自己株式 △420,066 △557,229

株主資本合計 14,122,332 13,086,993

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 199,324 52,240

繰延ヘッジ損益 22,828 △1,998

その他の包括利益累計額合計 222,152 50,242

純資産合計 14,344,484 13,137,235

負債純資産合計 21,730,199 18,000,414
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 9,288,151 7,512,931

売上原価 7,335,382 6,407,203

売上総利益 1,952,768 1,105,727

販売費及び一般管理費 2,302,294 2,077,982

営業損失（△） △349,525 △972,255

営業外収益

受取利息 17,210 18,008

受取配当金 35,873 37,479

受取賃貸料 52,406 52,380

その他 17,076 8,721

営業外収益合計 122,567 116,590

営業外費用

投資有価証券評価損 163,068 67,902

その他 33,075 32,127

営業外費用合計 196,143 100,030

経常損失（△） △423,101 △955,695

税金等調整前四半期純損失（△） △423,101 △955,695

法人税、住民税及び事業税 4,738 7,965

法人税等調整額 △78,572 △336,199

法人税等合計 △73,834 △328,233

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △349,267 △627,461

四半期純損失（△） △349,267 △627,461
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △349,267 △627,461

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △29,008 △147,083

繰延ヘッジ損益 49,238 △24,826

その他の包括利益合計 20,229 △171,909

四半期包括利益 △329,037 △799,371

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △329,037 △799,371

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項なし

　

【会計方針の変更等】

該当事項なし　

　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　 該当事項なし

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

　

（法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下

げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は、従来の40.52％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会

計年度に解消が見込まれる一時差異については37.87％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込

まれる一時差異については35.49％となる。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した

金額）は12,538千円減少し、法人税等調整額は19,281千円増加している。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当第

３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が当第３四半

期連結会計期間末日残高に含まれている。
  

受取手形 130,589千円

支払手形 221,775

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成23年４月１日　至平成23年12月31日）

　当社グループでは、公共事業に依存する割合が高いため、売上高が第４四半期に集中する傾向があり、四半期別

の業績には季節的変動がある。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 376,656千円 396,407千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

     配当金支払額　

　
　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
(千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日

定時株主総会
普通株式 136,514 30.0平成22年３月31日平成22年６月29日利益剰余金

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 91,008 20.0平成22年９月30日平成22年12月10日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

     配当金支払額　

　
　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
(千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 181,010 40.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

平成23年10月31日

取締役会
普通株式 89,704 20.0平成23年９月30日平成23年12月12日利益剰余金

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　当社グループは、風水力機器の製造・据付・販売による事業の単一セグメントであるため、記載を省略してい

る。 　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 76円76銭 139円75銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（千円） 349,267 627,461

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 349,267 627,461

普通株式の期中平均株式数（株） 4,550,408 4,489,923

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。

（重要な後発事象）

該当事項なし
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２【その他】

第77期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

した。

①中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　89,704千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　20円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払い開始日　　　平成23年12月12日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月１日

株式会社電業社機械製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　正明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉野　保則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電業社機

械製作所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電業社機械製作所及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ている。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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